
２０２５年度事業報告書 
（2025 年 4 月 1 日～2026 年 3 月 31 日） 

 

（１）事業の内容 

１．概 要 

 世界的には、地政学的リスクが高い状況が継続しており、10 月以降 1ドル＝150 円台のドル高・

円安水準が続いている状況にあって、原材料、エネルギー価格の高止まりは、塗料業界にとって

厳しい環境の継続となっている。 

 日本経済は、想定以上の物価上昇となったものの、個人消費は賃金上昇や雇用拡大等により底

堅く推移した。企業業績については、価格転嫁の進展により業績改善が設備投資の拡大につなが

った。この結果、需給ギャップが縮小し、日本経済はデフレを脱却し正常化しつつあるといえる。 

 日塗工が、主要メーカーのご協力で行った需要動向アンケートの結果及び 2025 年 12 月までの

経産省統計値から見込んだ塗料需要の実績見込みによると、2025 年度は、2024 年度比 96.1％

(1,174 千トン)と 6 年連続でコロナ前の 2019 年度の水準を下回る厳しい見通しである。これは、

殆どの分野で厳しい状況が続く中、電気機械製品等の工業関連でわずかながら回復が見られたほ

か、機能性塗料の伸長も期待されたが、数量的に大きい建築分野の影響が大きかった。前年に引

き続き、円安による原料高、運搬費上昇等による物価高の影響も少なくない。 

 

2025 年度の主な事業の実施状況は次のとおりである。 

 

(1) 労働災害減少のための取組み（安全環境委員会、安全基準検討ＷＧ） 

労働安全衛生法（安衛法）関連の政省令は、近年の法改正以降も見直しが継続しており、2025

年度においても施行令、省令、告示等が相次いで公布されている。作業安全衛生ハンドブック

第 2 版は、発刊から 10 年が経過した現在も、労働者の安全と健康を守るための重要な資料とし

て現場で広く活用されている。一方、法令改正への対応および在庫切れを契機として、安全環

境委員会・安全基準検討ワーキングにおいて改定作業を行い、作業安全衛生ハンドブック第 3

版を完成させた。併せて、国際的な活用を見据え、英語訳版も同時に作成した。 

2024 年度に開発した塗料業界向け労働災害体験 VR コンテンツについては、労災防止の教育

現場で活用頂けるよう、会員各社に対して無料の貸し出しを行うとともに、日塗工が参加する

イベント会場においてデモンストレーションを行う等普及活動を行い、労働災害の減少に務め

た。 

 

(2) 化学物質管理の取組み（製品安全委員会） 

 化学物質管理の取組みについて、今年度は安衛法及び作業環境測定法の改正が実施され、それ






























